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国土交通省運輸審議会 



 

 

 



 

 

は し が き 

 

 

 平成３０年７月から同年１２月までの６ヶ月における運輸審議会の業務の概要を明

らかにするため、運輸審議会半年報をここに刊行する。 
 この半年報は、運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）第７条の規定に基

づく業務報告書として作成したもので、同期間における運輸審議会の活動概要、事案等

の処理状況、答申書、当審議会の委員の構成等を集録している。 

 この半年報が運輸に関する諸問題の理解の参考になれば幸いである。 
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運輸審議会半年報 

 

平成３０年７月～１２月 
 Ⅰ 今期の活動概要 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ ２ 
 

 Ⅱ 運輸審議会審議事案等の処理状況 ･･･････････････････････････････････････････ ３ 
  

 Ⅲ 答申書 

    自動車 

     平３０第５００６号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（新潟交通圏）について  ･････････････････････ ４ 
     平３０第５００７号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（長野交通圏）について  ････････････････････１０ 
     平３０第５００８号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（金沢交通圏）について  ･･･････････････････ １５ 
     平３０第５００９号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（京浜交通圏）について  ･･･････････････････ ２１ 
     平３０第５０１０号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（北九州交通圏）について  ･････････････････ ２６ 
平３０第５０１１号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（長﨑交通圏）について  ･･･････････････････ ３１ 
平３０第５０１２号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（宮崎交通圏）について  ･･･････････････････ ３６ 
平３０第５０１３号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（鹿児島市）について  ･････････････････････ ４２ 
平３０第５０１４号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（神戸市域交通圏）について  ･･･････････････ ４８ 
平３０第５０１５号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（大阪市域交通圏）について  ･･･････････････ ５３ 
平３０第５０１６号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（福岡交通圏）について  ･･･････････････････ ５９ 
平３０第５０１７号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定（河北 

交通圏）について  ･･･････････････････････････････ ７１ 
平３０第５０１８号 一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定の期限 

の延長（札幌交通圏）について  ･･･････････････････ ６５ 
 

 Ⅳ 報告聴取 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ ７６ 
 
 Ⅴ 過去の答申に基づくフォローアップ ･･･････････････････････････････････････ ７８ 
 
Ⅵ 委員の構成等 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ ７８ 

目  次 
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Ⅰ 今期の活動概要 
 

■ 概 況 

 今期は、審議案件が１３件あり、答申

を１３件（自動車１３件）行った。 

 

１ 審議案件 

○ 自動車 

 ５月１５日に諮問された一般乗用旅客

自動車運送事業に係る特定地域の指定の

期限の延長（新潟交通圏、長野交通圏、

金沢交通圏、京浜交通圏、北九州交通圏、

長崎交通圏、宮崎交通圏及び鹿児島市）

事案について、同月２２日並びに６月７

日及び２１日に審議の上、７月５日に指

定の期限を延長することが適当である旨

答申した。 

 ６月１日に諮問された一般乗用旅客自

動車運送事業に係る特定地域の指定の期

限の延長（神戸市域交通圏）事案につい

て、同月７日及び２１日に審議の上、７ 

月５日に指定の期限を延長することが適

当である旨答申した。 

 ７月１８日に諮問された一般乗用旅客

自動車運送事業に係る特定地域の指定

（河北交通圏）事案について、同月１９

日及び３１日並びに８月２１日に審議の

上、同月２３日に指定することが適当で

ある旨答申した。 

 ６月７日、７月１０日及び同月３０日

に諮問された一般乗用旅客自動車運送事

業に係る特定地域の指定の期限の延長

（大阪市域交通圏、福岡交通圏及び札幌

交通圏）事案について、同月３１日及び

８月２１日に審議の上、同月２３日に指

定の期限を延長することが適当である旨

答申した。 

 

２ その他案件 

○ 現地調査 

 ７月３日に気象庁本庁、１０月９日に

東京タクシーセンター、同月２５日に羽

田空港国際線ターミナル、１１月２７日

に東京貨物ターミナル駅、１２月２５日

～２７日に沖縄について、それぞれ現地

調査を行った。 

○ 報告聴取 

３８件の案件について報告を聴取した。 

 

 

気象庁本庁での現地調査 

 

羽田空港国際線ターミナルでの現地調査 

 



0 13 0 0 0 0 13

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 1 0 0 0 0 1

5 7 3 1 1 21 38

1 1 1 0 0 2 5
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※１２月１３日の案件（「タクシーサービスの進化」及び「特定地域の今後の取扱い」）は過去の答申に基づくフォローアップ及び報告聴取の両方に計上

Ⅱ　運輸審議会審議事案等の処理状況 　（
平成 30年 7月 1日から

0

平成30年12月31日まで

１　事案処理状況
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車

0

0

0
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、新潟交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北陸信越運

輸局長が定める営業区域の「新潟交通圏」をいう。以下同じ。）について、

諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１

項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成

３０年８月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、新潟交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、新潟交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、新潟交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年６月１３日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  新潟交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、

指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組

の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難で

あることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施され



- 6 - 

 

た適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業

環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年

８月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延

長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 
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 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  新潟交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年６月１３日

に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２７．９％であり、平成１３年度と比

較して２１．８％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが３３．３０％で、１／３

未満のシェアとなっており、指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約８０万人の新潟市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１７，３３３，２３２キロで、前年度

と比較して５．３％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２５，９８８円で、平成１３年度と比較

して４．４％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが６

９．１キロで、平成１３年度と比較して１１．７％減少している。 

 （６）新潟交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月８日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、新潟交通圏については、平成２８年度輸送実績等が指定

基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定か

ら特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施

により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難

な状態である。 

  このため、指定から３年後の年度において実施された適正化及び活性化
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の取組の効果が反映された輸送実績等が判明し、当該事業環境の改善の兆

しが、取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断でき

る平成３１年３月３１日まで、新潟交通圏について特定地域の指定の期限

を延長することは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改

善したかどうかを判断するため、平成３０年８月１日から平成３１年３月３

１日までの指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環

境の改善が継続されるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われる

よう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ２ １ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５００７号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、長野交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北陸信越運

輸局長が定める営業区域の「長野交通圏」をいう。以下同じ。）について、

諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１

項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成

３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、長野交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、長野交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、長野交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２８年９月９日に特定

地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  ただ、長野交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土交

通大臣は、タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、平成３０年８月１日から平成３３

年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長することを予定して
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いる。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれにも該当する場合に、更に３年を超えない範囲で期間を

定めて指定を延長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 



- 13 - 

 

  長野交通圏は、所管局によると、協議会において平成２８年９月９日に

特定地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基準】

のいずれにも該当している。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２５．１％であり、平成１３年度と比

較して３０．３％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが６９．１％と１／２以上

である。 

 （３）人口が約３８万人の長野市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが８，１６９，６９０キロであり前年度

と比較して５．８％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２２，５２１円であり、平成１３年度と

比較して１３．７％減少している。また、平成２８年度の日車実車キ

ロが５０．８キロであり、平成１３年度と比較して２７．８％減少し

ている。 

 （６）長野交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月９日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

 

４．以上のように、長野交通圏については、現時点で事業環境の改善が認め

られず、また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し始

めたところであるので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活性

化の取組を安定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が長野交通圏について特定地域の指定の期限を

延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の

指定解除が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握

するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の

把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対して指導・

監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報告して

いただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早

期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的

な措置であり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施

していくことが求められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導

していただきたい。  
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国 運 審 第 ２ ２ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５００８号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、金沢交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北陸信越運

輸局長が定める営業区域の「金沢交通圏」をいう。以下同じ。）について、

諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１

項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成

３０年８月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、金沢交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、金沢交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、金沢交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年３月２８日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  金沢交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、

指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組

の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難で

あることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施され
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た適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業

環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年

８月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延

長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 
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 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  金沢交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年３月２８日

に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２８．８％であり、平成１３年度と比

較して１６．０％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが３６．０％と１／３以上

であるが、前年度と比較して７．６ポイントの増加にとどまっており、

指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約４５万人の金沢市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１８，４１８，３１５キロで、前年度

と比較して５．４％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２２，８３５円で、平成１３年度と比較

して１１．９％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが

５６．１キロで、平成１３年度と比較して１８．４％減少している。 

 （６）金沢交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月９日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、金沢交通圏については、平成２８年度輸送実績等が指定

基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定か

ら特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施

により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難

な状態である。 



- 19 - 

 

  このため、指定から３年後の年度において実施された適正化及び活性化

の取組の効果が反映された輸送実績等が判明し、当該事業環境の改善の兆

しが、取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断でき

る平成３１年３月３１日まで、金沢交通圏について特定地域の指定の期限

を延長することは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改

善したかどうかを判断するため、平成３０年８月１日から平成３１年３月３

１日までの指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環

境の改善が継続されるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われる

よう、協議会を指導していただきたい。  
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国 運 審 第 ２ ３ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５００９号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、京浜交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき関東運輸局

長が定める営業区域の「京浜交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問

のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の

規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３０

年８月１日から平成３３年７月３１日までの間延長することは適当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、京浜交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、京浜交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、京浜交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２８年９月２３日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  ただ、京浜交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土交

通大臣は、タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、平成３０年８月１日から平成３３

年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長することを予定して

いる。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれにも該当する場合に、更に３年を超えない範囲で期間を

定めて指定を延長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  京浜交通圏は、所管局によると、協議会において平成２８年９月２３日

に特定地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基
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準】のいずれにも該当している。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は３１．８％であり、平成１３年度と比

較して２２．４％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが５２．４％と１／２以上

である。 

 （３）人口が約３７３万人の横浜市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１６２，２５３，６８０キロであり前

年度と比較して３．５％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が３８，１７７円であり、平成１３年度と

比較して１３．２％減少している。また、平成２８年度の日車実車キ

ロが８５．０キロであり、平成１３年度と比較して２５．３％減少し

ている。 

 （６）京浜交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月９日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

 

４．以上のように、京浜交通圏については、現時点で事業環境の改善が認め

られず、また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し始

めたところであるので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活性

化の取組を安定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が京浜交通圏について特定地域の指定の期限を

延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の

指定解除が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握

するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の

把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対して指導・

監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報告して

いただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早

期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的

な措置であり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施

していくことが求められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導

していただきたい。  
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国 運 審 第 ２ ４ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１０号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 



- 27 - 

 

主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、北九州交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸

局長が定める営業区域の「北九州交通圏」をいう。以下同じ。）について、

諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１

項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成

３０年８月１日から平成３３年７月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、北九州交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、北九州交通圏を平成２７

年８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、北九州交通圏においては、協議会（法第８条

第１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年１月２７日に

特定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決

し、特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及

び活性化に取り組み始めたところである。 

  ただ、北九州交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土

交通大臣は、タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継

続して実施することが必要であると考え、平成３０年８月１日から平成３

３年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長することを予定し
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ている。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれにも該当する場合に、更に３年を超えない範囲で期間を

定めて指定を延長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 
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  北九州交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年１月２７

日に特定地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定

基準】のいずれにも該当している。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２８．８％であり、平成１３年度と比

較して１４．８％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが５１．８％と１／２以上

である。 

 （３）人口が約９５万人の北九州市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが４２，５４０，３１０キロであり前年

度と比較して２．３％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２０，０８３円であり、平成１３年度と

比較して７．０％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロ

が５４．７キロであり、平成１３年度と比較して１６．９％減少して

いる。 

 （６）北九州交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた

地域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなさ

れ、本年５月１１日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長

に同意する旨の報告があった。 

 

 

４．以上のように、北九州交通圏については、現時点で事業環境の改善が認

められず、また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し

始めたところであるので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活

性化の取組を安定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が北九州交通圏について特定地域の指定の期限

を延長することは、適当であると認める。  



- 30 - 

 

要 望 事 項 

 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の

指定解除が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握

するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の

把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対して指導・

監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報告して

いただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早

期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的

な措置であり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施

していくことが求められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導

していただきたい。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 31 - 

 

 

 

 

国 運 審 第 ２ ５ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１１号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、長崎交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局

長が定める営業区域の「長崎交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問

のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の

規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３０

年８月１日から平成３３年７月３１日までの間延長することは適当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、長崎交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、長崎交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、長崎交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２８年１２月５日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  ただ、長崎交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国土交

通大臣は、タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に継続

して実施することが必要であると考え、平成３０年８月１日から平成３３

年７月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長することを予定して

いる。 
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２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれにも該当する場合に、更に３年を超えない範囲で期間を

定めて指定を延長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  長崎交通圏は、所管局によると、協議会において平成２８年１２月５日

に特定地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指定基
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準】のいずれにも該当している。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２５．８％であり、平成１３年度と比

較して２３．７％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが６９．５％と１／２以上

である。 

 （３）人口が約４２万人の長崎市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが２４，７４３，３０９キロであり前年

度と比較して５．２％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２６，９３５円であり、平成１３年度と

比較して１０．５％減少している。また、平成２８年度の日車実車キ

ロが７１．６キロであり、平成１３年度と比較して２０．３％減少し

ている。 

 （６）長崎交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月８日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

 

４．以上のように、長崎交通圏については、現時点で事業環境の改善が認め

られず、また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施し始

めたところであるので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び活性

化の取組を安定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が長崎交通圏について特定地域の指定の期限を

延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の

指定解除が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握

するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の

把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対して指導・

監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報告して

いただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早

期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的

な措置であり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施

していくことが求められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導

していただきたい。  
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国 運 審 第 ２ ６ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１２号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、宮崎交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局

長が定める営業区域の「宮崎交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問

のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の

規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３０

年８月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、宮崎交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年７月３１日に、宮崎交通圏を平成２７年

８月１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、宮崎交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年９月２８日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  宮崎交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、

指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組

の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難で

あることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施され

た適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業
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環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年

８月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延

長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 
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３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  宮崎交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年９月２８日

に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２７．６％であり、平成１３年度と比

較して１８．１％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが２３．７％で、１／３未

満のシェアとなっており、指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約４０万人の宮崎市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１３，８９５，５５５キロで、前年度

と比較して３．１％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が１５，６８６円で、平成１３年度と比較

して１６．２％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが

５０．２キロで、平成１３年度と比較して１４．１％減少している。 

 （６）宮崎交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月１１日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同

意する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、宮崎交通圏については、平成２８年度輸送実績等が指定

基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定か

ら特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施

により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難

な状態である。 

  このため、指定から３年後の年度において実施された適正化及び活性化

の取組の効果が反映された輸送実績等が判明し、当該事業環境の改善の兆

しが、取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断でき
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る平成３１年３月３１日まで、宮崎交通圏について特定地域の指定の期限

を延長することは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

  特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、平成３０年８月１日から平成３１年３

月３１日までの指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に

事業環境の改善が継続されるよう、国土交通大臣は、延長期間中における

特定地域計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組が確実

に行われるよう、協議会を指導していただきたい。  
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国 運 審 第 ２ ７ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１３号 

 

 

 平成３０年５月１５日付け国自旅第４４号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、鹿児島市（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局長

が定める営業区域の「鹿児島市」をいう。以下同じ。）について、諮問のと

おり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の規定

により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３０年８

月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、鹿児島市における一般乗用旅客自動車運送事業（以下

「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰であ

ると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの収

入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の運

行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の削

減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全

及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機能

を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な取

組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に必

要であると認めて、平成２７年７月３１日に、鹿児島市を平成２７年８月

１日から平成３０年７月３１日までの間、特定地域として指定した。 

  特定地域に指定された後、鹿児島市においては、協議会（法第８条第１

項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年１２月１１日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  鹿児島市では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指

定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の

実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難であ

ることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施された

適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業環
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境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年８

月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長

することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 



- 45 - 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  鹿児島市は、所管局によると、協議会において平成２９年１２月１１日

に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２３．９％であり、平成１３年度と比

較して１８．４％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが４６．７％と１／３以上

であるが、前年度と比較して７．８ポイント減少しており、指定基準

に該当しない。 

 （３）人口が約６０万人の鹿児島市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが２１，２４９，３５０キロで、前年度

と比較して１．７％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が１８，７７２円で、平成１３年度と比較

して４．４％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが５

１．７キロで、平成１３年度と比較して１２．８％減少している。 

 （６）鹿児島市における協議会においては、地域住民の代表を含めた地域

の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年５月９日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、鹿児島市については、平成２８年度輸送実績等が指定基

準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定から

特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施に

より事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難な

状態である。 

  このため、指定から３年後の年度において実施された適正化及び活性化

の取組の効果が反映された輸送実績等が判明し、当該事業環境の改善の兆
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しが、取組の実施によるものであると国土交通大臣がより確実に判断でき

る平成３１年３月３１日まで、鹿児島市について特定地域の指定の期限を

延長することは適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改

善したかどうかを判断するため、平成３０年８月１日から平成３１年３月３

１日までの指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環

境の改善が継続されるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地域

計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われる

よう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ２ ８ 号 

平成３０年７月５日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１４号 

 

 

 平成３０年６月１日付け国自旅第５３号をもって諮問された上記の事案に

ついて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、神戸市域交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき近畿運

輸局長が定める営業区域の「神戸市域交通圏」をいう。以下同じ。）につい

て、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条

第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、

平成３０年９月１日から平成３３年８月３１日までの間延長することは適当

である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、神戸市域交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業

（以下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過

剰であると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当た

りの収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動

車の運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送

力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送

の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通として

の機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主

的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが

特に必要であると認めて、平成２７年８月３１日に、神戸市域交通圏を平

成２７年９月１日から平成３０年８月３１日までの間、特定地域として指

定した。 

  特定地域に指定された後、神戸市域交通圏においては、協議会（法第８

条第１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年８月１０日

に特定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議

決し、特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）

及び活性化に取り組み始めたところである。 

  ただ、神戸市域交通圏では現時点で、事業環境の改善が認められず、国

土交通大臣は、タクシー事業の適正化及び活性化の取組を今後も安定的に

継続して実施することが必要であると考え、平成３０年９月１日から平成
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３３年８月３１日までの間、特定地域の指定の期限を延長することを予定

している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれにも該当する場合に、更に３年を超えない範囲で期間を

定めて指定を延長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり
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である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  神戸市域交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年８月１

０日に特定地域計画が議決されており、かつ、次のとおり上記２．の【指

定基準】のいずれにも該当している。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２８．３％であり、平成１３年度と比

較して２０．７％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが５４．４％と１／２以上

である。 

 （３）人口が約１５３万人の神戸市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが９０，３８１，０６９キロであり前年

度と比較して３．１％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２７，８５５円であり、平成１３年度と

比較して３．２％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロ

が７１．２キロであり、平成１３年度と比較して１３．９％減少して

いる。 

 （６）神戸市域交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含め

た地域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がな

され、本年５月３０日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延

長に同意する旨の報告があった。 

 

 

４．以上のように、神戸市域交通圏については、現時点で事業環境の改善が

認められず、また、特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組を実施

し始めたところであるので、早期の指定解除に向けて、今後も適正化及び

活性化の取組を安定的に継続して実施する必要があると認められる。 

  このため、国土交通大臣が神戸市域交通圏について特定地域の指定の期

限を延長することは、適当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

１．国土交通大臣は、今回指定の期限を延長した特定地域において、早期の

指定解除が実現できるよう、タクシーに係る各種指標等の改善状況を把握

するとともに、事業環境の改善に向け、特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組状況並びにそれに対する利用者の評価の

把握に努め、こうした取組が滞っている場合には、協議会に対して指導・

監督していただきたい。 

  また、毎年、タクシーに係る各種指標等が出た際に当審議会に報告して

いただきたい。 

  さらに、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早

期に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域の協議会関係者が、特定地域の指定は例外的

な措置であり、適正化及び需要喚起策を含めた活性化の取組を確実に実施

していくことが求められているとの認識を持ち続けるよう、協議会を指導

していただきたい。 
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○国土交通省告示第 1083 号（平成 30 年 8 月 23 日） 

 

 

国 運 審 第 ３ ４ 号 

平成３０年８月２３日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１５号 

 

 

 平成３０年６月７日付け国自旅第５６号をもって諮問された上記の事案に

ついて審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、大阪市域交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき近畿運

輸局長が定める営業区域の「大阪市域交通圏」をいう。以下同じ。）につい

て、諮問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条

第１項の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、

平成３０年１１月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適

当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、大阪市域交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業

（以下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過

剰であると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当た

りの収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動

車の運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送

力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送

の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通として

の機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主

的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが

特に必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、大阪市域交通圏を

平成２７年１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域と

して指定した。 

  特定地域に指定された後、大阪市域交通圏においては、協議会（法第８

条第１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年５月８日に

特定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決

し、特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及

び活性化に取り組み始めたところである。 

  大阪市域交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるもの

の、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、

取組の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困



- 55 - 

 

難であることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施

された適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、

事業環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３

０年１１月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期

限を延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発
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生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  大阪市域交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年５月９

日に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は２９．０％であり、平成１３年度と比

較して１７．１％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが４５．６％と１／３以上

であるが、前年度と比較して１１.９ポイント減少しており、指定基準

に該当しない。 

 （３）人口が約２７０万人の大阪市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが２７２，３８９，３０９キロで、前年

度と比較して２．３％減少している。 

 （５）法令違反件数の直近５年間の平均値が０．３２９件／１００万キロ

で、事故発生件数の直近５年間の平均値が１０．８６９件／１００万

キロで、いずれも直近５年間のそれぞれの全国平均値０.０５５６件／

１００万キロ、７.５７２件／１００万キロを上回っている。 

 （６）大阪市域交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含め

た地域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がな

され、本年５月３１日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延

長に同意する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、大阪市域交通圏については、平成２８年度輸送実績等が

指定基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指

定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の
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実施により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは

困難な状態である。 

  このため、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送

実績等が明らかになり、当該事業環境の改善の兆しが、取組の実施による

ものであると国土交通大臣がより確実に判断できる平成３１年３月３１日

まで、大阪市域交通圏について特定地域の指定の期限を延長することは適

当であると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、平成３０年１１月１日から平成３１年３月３１日までの

指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続さ

れるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただ

きたい。 
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国 運 審 第 ３ ５ 号 

平成３０年８月２３日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１６号 

 

 

 平成３０年７月１０日付け国自旅第９２号をもって諮問された上記の事案

について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、福岡交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき九州運輸局

長が定める営業区域の「福岡交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮問

のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項の

規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３０

年１１月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、福岡交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、福岡交通圏を平成２７

年１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域として指定

した。 

  特定地域に指定された後、福岡交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２８年１０月１９日に

特定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決

し、特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及

び活性化に取り組み始めたところである。 

  福岡交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、

指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組

の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難で
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あることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施され

た適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業

環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年

１１月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を

延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発
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生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  福岡交通圏は、所管局によると、協議会において平成２８年１０月１９

日に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は３２．１％であり、平成１３年度と比

較して１５．１％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが４４．５％と１／３以上

であるが、前年度と比較して２.３ポイントの増加にとどまっており、

指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約１５６万人の福岡市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１１９，６５５，５５０キロで、前年

度と比較して２．０％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が３３,４６９円で、平成１３年度と比較し

て４.８％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが９１.

７キロで、平成１３年度と比較して１４.０％減少している。 

 （６）福岡交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年７月３日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同意

する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、福岡交通圏については、平成２８年度輸送実績等が指定

基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定か

ら特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施

により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難
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な状態である。 

  このため、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送

実績等が明らかになり、当該事業環境の改善の兆しが、取組の実施による

ものであると国土交通大臣がより確実に判断できる平成３１年３月３１日

まで、福岡交通圏について特定地域の指定の期限を延長することは適当で

あると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改

善したかどうかを判断するため、平成３０年１１月１日から平成３１年３月

３１日までの指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業

環境の改善が継続されるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地

域計画に基づく適正化及び需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われ

るよう、協議会を指導していただきたい。 
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国 運 審 第 ３ ６ 号 

平成３０年８月２３日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の 

指定の期限の延長について 

 

 

平３０第５０１８号 

 

 

 平成３０年７月３０日付け国自旅第１１４号をもって諮問された上記の事

案について審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第２項の規定に

基づき、札幌交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき北海道運輸

局長が定める営業区域の「札幌交通圏」をいう。以下同じ。）について、諮

問のとおり、一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域（法第３条第１項

の規定により指定された地域をいう。以下同じ。）の指定の期限を、平成３

０年１１月１日から平成３１年３月３１日までの間延長することは適当であ

る。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、札幌交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、平成２７年１０月３１日に、札幌交通圏を平成２７

年１１月１日から平成３０年１０月３１日までの間、特定地域として指定

した。 

  特定地域に指定された後、札幌交通圏においては、協議会（法第８条第

１項に規定する協議会をいう。以下同じ。）で平成２９年２月２８日に特

定地域計画（法第８条の２に規定する計画をいう。以下同じ。）を議決し、

特定地域計画に基づくタクシー事業の適正化（供給輸送力の削減）及び活

性化に取り組み始めたところである。 

  札幌交通圏では現時点で、事業環境の改善の兆しが認められるものの、

指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組

の実施により事業環境が改善したかどうかについて判断することが困難で
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あることから、国土交通大臣は、指定から３年後の年度において実施され

た適正化及び活性化の取組の効果が反映された輸送実績等を踏まえ、事業

環境が改善したかどうかについてより確実に判断できるよう、平成３０年

１１月１日から平成３１年３月３１日までの間、特定地域の指定の期限を

延長することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、特定地域に指定されている地域について、法第３条第

２項に基づく指定の期限の延長は、協議会において特定地域計画が議決さ

れており、かつ、指定を受けた年度から２年後の年度において明らかにな

る輸送実績等に基づき、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」と

いう。）のいずれかに該当しない場合には、取組の実施により事業環境が

改善したかどうかを判断するため、指定を受けた年度から３年後の年度に

おいて集計される輸送実績等が明らかになる当該年度の末日まで指定を延

長することとしている。 

【指定基準】 

 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以上減

少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発
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生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は次のとおり

である。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  札幌交通圏は、所管局によると、協議会において平成２９年２月２８日

に特定地域計画が議決されているが、次のとおり上記２．の【指定基準】

に一部該当していない。 

 （１）平成２８年度の実働実車率は３０．７％であり、平成１３年度と比

較して１３．３％減少している。 

 （２）平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが３２．２％で、１／３未

満のシェアとなっており、指定基準に該当しない。 

 （３）人口が約１９５万人の札幌市を含む営業区域である。 

 （４）平成２８年度の総実車キロが１１０，５５２，９５０キロで、前年

度と比較して２．７％減少している。 

 （５）平成２８年度の日車営収が２９,７５６円で、平成１３年度と比較し

て２１.４％減少している。また、平成２８年度の日車実車キロが７７.

５キロで、平成１３年度と比較して２７.７％減少している。 

 （６）札幌交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた地

域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がなされ、

本年７月２５日付けで同協議会より特定地域の指定の期限の延長に同

意する旨の報告があった。 

  以上、平成２８年度の輸送実績等では、指定基準（２）について該当し

なかった。 

  ただし、指定から特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要した

ため、国土交通大臣は、取組の実施により事業環境が改善したかどうかに

ついて現時点で判断することができない。 

 

４．以上のように、札幌交通圏については、平成２８年度輸送実績等が指定

基準に一部該当せず、事業環境の改善の兆しが認められるものの、指定か

ら特定地域計画の認可までに想定よりも長期間を要したため、取組の実施

により事業環境が改善したかどうかについて現時点で判断することは困難

な状態である。 
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  このため、指定を受けた年度から３年後の年度において集計される輸送

実績等が明らかになり、当該事業環境の改善の兆しが、取組の実施による

ものであると国土交通大臣がより確実に判断できる平成３１年３月３１日

まで、札幌交通圏について特定地域の指定の期限を延長することは適当で

あると認める。  
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要 望 事 項 

 

 

 

 特定地域計画に基づく適正化及び活性化の取組の実施により事業環境が改善した

かどうかを判断するため、平成３０年１１月１日から平成３１年３月３１日までの

指定期限の延長としているが、指定期限満了後も安定的に事業環境の改善が継続さ

れるよう、国土交通大臣は、延長期間中における特定地域計画に基づく適正化及び

需要喚起策も含めた活性化の取組が確実に行われるよう、協議会を指導していただ

きたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 71 - 

 

○国土交通省告示第 1084 号（平成 30 年 8 月 23 日） 

 

 

国 運 審 第 ３ ３ 号 

平成３０年８月２３日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

              運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

一般乗用旅客自動車運送事業に係る特定地域の指定について 

 

 

平３０第５０１７号 

 

 

 平成３０年７月１８日付け国自旅第８１号をもって諮問された上記の事案

について、当審議会において審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する特別措置法（以下「法」という。）第３条第１項の規定に

基づき、河北交通圏（道路運送法施行規則第５条の規定に基づき近畿運輸局

長が定める営業区域の「河北交通圏」をいう。以下同じ。）を平成３０年９

月１日から平成３３年８月３１日までの間、一般乗用旅客自動車運送事業に

係る特定地域に指定することは適当である。 

 

 

理    由 

 

１．国土交通大臣は、河北交通圏における一般乗用旅客自動車運送事業（以

下「タクシー事業」という。）の供給輸送力が輸送需要量に対して過剰で

あると認め、当該地域におけるタクシー事業の事業用自動車一台当たりの

収入の状況、法令の違反その他の不適正な運営の状況及び事業用自動車の

運行による事故の発生の状況に照らして、当該地域における供給輸送力の

削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機

能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の自主的な

取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進することが特に

必要であると認めて、河北交通圏を平成３０年９月１日から平成３３年８

月３１日までの間、特定地域（法第３条第１項の規定により指定された地

域をいう。以下同じ。）として指定することを予定している。 

 

２．国土交通大臣は、直近年度末現在のタクシー事業に係る事業用自動車（以

下「タクシー車両」という。）の台数が適正車両数の上限値を上回ってい

る準特定地域（法第３条の２第１項の規定により指定された地域をいう。

以下同じ。）のうち、次の（１）から（６）まで（以下「指定基準」とい

う。）のいずれにも該当する営業区域について、３年を超えない範囲で期

間を定めて特定地域として指定することとしている。ただし、日車営収が

平成１３年度と比較して増加している営業区域については指定しないもの

としている。 

【指定基準】 
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 （１）実働実車率が平成１３年度と比較して１０％以上減少していること。 

 （２）次の①又は②のいずれかに該当すること。 

  ① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のう

ち、タクシー事業に係る営業収支率が１００％を下回る事業者が当該

営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割

合（以下「赤字事業者車両数シェア」という。）が１／２以上である

こと。 

  ② 赤字事業者車両数シェアが１／３以上であって、前年度と比較して

赤字事業者車両数シェアが１０ポイント以上増加していること。 

 （３）人口３０万人以上の都市を含む営業区域であること。 

 （４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。 

 （５）次の①から③までのいずれかに該当すること。 

  ① 日車営収又は日車実車キロが平成１３年度と比較して１０％以   

上減少していること。 

② 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの法令違

反件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

③ 当該営業区域における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直

近５年間の平均値が、全国における走行１００万キロ当たりの事故発

生件数の直近５年間の平均値を上回っていること。 

 （６）当該営業区域における協議会（法第８条第１項に規定する協議会を

いう。以下同じ。）の同意があること。 

 

３．当審議会は、本事案の審議に当たり、当審議会に提出された資料及び所

管局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次のとお

りである。なお、本件について公聴会の開催の申請はなかった。 

  河北交通圏は、所管局によると、平成２８年度末のタクシー車両の台数

の合計が８４１両で適正車両数の上限である６７８両を上回っている準特

定地域であり、次のとおり上記２．の【指定基準】のいずれにも該当して

いる。 

（１） 平成２８年度の実働実車率は３２．０％であり、平成１３年度と

比較して２０．７％減少している。 

（２） 平成２８年度の赤字事業者車両数シェアが５０．２％と１／２以

上である。 
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（３） 人口が約４０万人の枚方市を含む営業区域である。 

（４） 平成２８年度の総実車キロが１５，１６５，２４９キロであり、

前年度と比較して２．７％の減少となっている。 

（５） 平成２８年度の日車営収が２６，０９０円であり、平成１３年度

と比較して２２．８％減少している。また、走行１００万キロ当た

りの法令違反件数の直近５年間の平均値が０．０７２件であり、全

国における走行１００万キロ当たりの法令違反件数の直近５年間の

平均値０．０５５６件を上回っている。さらに、走行１００万キロ

当たりの事故発生件数の直近５年間の平均値が８．６９３件であり、

全国における走行１００万キロ当たりの事故発生件数の直近５年間

の平均値７．５７２件を上回っている。 

（６） 河北交通圏における協議会においては、地域住民の代表を含めた

地域の多様な主体により、地域・利用者の意向を踏まえた議論がな

され、本年５月３１日付けで同協議会より特定地域の指定に同意す

る旨の報告があった。 

 

４．以上の状況に鑑みると、河北交通圏については、当該地域における供給

輸送力の削減をしなければ、タクシー事業の健全な経営を維持し、並びに

輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通と

しての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関係者の

自主的な取組を中心としてタクシー事業の適正化及び活性化を推進するこ

とが特に必要であると認められる。このため、国土交通大臣が河北交通圏

を特定地域として指定することは適当であると認める。 
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要 望 事 項 

 

１．国土交通大臣は、特定地域計画等が速やかに作成されるよう協議会の円

滑な運営のために必要な支援を適時適切に行うとともに、今回の特定地域

の指定がタクシー事業の適正化及び活性化にとってより効果的な措置とな

るよう、安全性や利用者利便を向上させるための環境整備に努めつつ、タ

クシー業界及び事業者に対し、次の指導・監督を徹底していただきたい。 

（１）利用者が安全・安心・信頼してタクシーを利用できるよう、運行管理

を徹底し、運転者に対する安全・サービスに係る教育を更に充実させる

とともに、安全・労働関係法令の遵守を徹底すること。 

（２）事業者が自らの責任において利用者である地域住民に愛されるタクシ

ーとなることに努めるとともに、地元自治体や地域住民に身近な団体等の

協力を得つつ、観光、ビジネス、高齢者福祉、育児支援などの各種ニーズ

につながる有効な需要拡大措置の策定と実施に関係者と一体となって努

力すること。 

 

２．国土交通大臣は、今回指定した特定地域におけるタクシーに係る各種指

標等の改善状況を定期的に把握するとともに、タクシー事業の適正化及び

活性化に係る業界の取組状況とそれに対する利用者の評価の把握に努め、

必要に応じて当審議会に報告していただきたい。 

また、指定の事由がなくなったと認められる場合には、可能な限り早期

に指定の解除を行うよう努められたい。 

 

 



Ⅳ　報告聴取

月 日 事 案 の 内 容 説 明 部 局

7月 10日 首都圏白書について 都 市 局

7月 12日 交通安全白書について 総 合 政 策 局

7月 17日
「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」につ
いて

自 動 車 局

7月 24日 大手民鉄１６社の決算状況 鉄 道 局

7月 26日 平成２９年度国土交通白書について 総 合 政 策 局

8 月 2 日 観光白書について 観 光 庁

8月 21日 鉄軌道輸送の安全に関わる情報（平成２９年度分）について 鉄 道 局

8月 23日 航空輸送の安全にかかわる情報（平成２９年度分）について 航 空 局

8月 28日 船員の確保対策について 海 事 局

8月 30日
「鉄道の輸送トラブルに関する対策のあり方検討会　とりまとめ」
について

鉄 道 局

9 月 4 日 事業用自動車の事故調査について 自 動 車 局

9 月 6 日 海事レポートについて 海 事 局

9月 11日 首都圏空港の現状と今後の展開について 航 空 局

9月 13日 物流産業の現状について 総 合 政 策 局

9月 18日 ＪＲ７社の決算状況について 鉄 道 局

9月 20日 大手航空会社の決算状況について 航 空 局

9月 25日 自動車運送事業の「ホワイト経営」認証制度の創設について 自 動 車 局

9月 27日 政策ベンチャー２０３０について 総 合 政 策 局

10月 2日 自動車技術総合機構の業務概要について 自動車技術総合機構

10月 4日 自動運転の実現に向けた取り組みについて 自 動 車 局

10月11日 交通・観光分野における子育て応援の取組について 総 合 政 策 局

10月16日 海洋基本計画（国土交通省関係）について 総 合 政 策 局

10月18日 日本政府観光局（JNTO）の業務概要について 国 際 観 光 振 興 機 構

10月23日 自動運航船に関する最近の動きについて 海 事 局

10月30日 海上・港湾・航空技術研究所の業務概要について
海 上 ・ 港 湾 ・ 航 空
技 術 研 究 所

11月 1日 スーパー・メガリージョン構想検討会の中間とりまとめについて 国 土 政 策 局
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11月 6日 ＭａａＳ（モビリティ・アズ・ア・サービス）について 総 合 政 策 局

11月 8日 圏央道茨城県区間全通後の効果 東日本高速道路（株）

11月13日 ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）の推進について 総 合 政 策 局

11月15日 鉄道駅のバリアフリー化の現状について 鉄 道 局

11月20日 鉄道事故調査について 運 輸 安 全 委 員 会

11月22日 東京オリンピック・パラリンピックに向けた政府の取り組み 内 閣 官 房

11月29日 港湾の保安対策 港 湾 局

12月 4日 国土交通省の政策評価について 政 策 統 括 官

12月 6日 公共交通機関等における認知症者への対応について
交 通 エ コ ロ ジ ー ・
モ ビ リ テ ィ 財 団

12月11日
東日本大震災と東北運輸局の取組み～震災からの復旧・復興に向け
て～

日 本 自 動 車 販 売
協 会 連 合 会

12月13日 「タクシーサービスの進化」及び「特定地域の今後の取扱い」 自 動 車 局

12月18日 バス事業の収支状況について 自 動 車 局
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Ⅴ 過去の答申に基づくフォローアップ 
  
○自動車 

審議月日 事 案 の 内 容 対 象 答 申 説明部局 

１２月１３日 
特定地域における一般乗
用旅客自動車運送事業の
現状について 

一般乗用旅客自動車運送事業に

係る特定地域の指定の期限の延

長について 
（平成３０年５月１７日、５月２

４日、７月５日及び８月２３日答

申） 

自動車局 

（備考）「タクシーサービスの進化」及び「特定地域の今後の取扱い」の報告聴取の際に実施 

 
Ⅵ 委員の構成等 
 

○委員 

 

平成 30 年 12 月 31 日現在の運輸審議会委員は、次のとおりである。 

 

区                          分 氏 名       

会 長 原 田 尚 志 

会 長 の 職 務 を 代 理 す る 常 勤 の 委 員 牧 満 

委 員（非 常 勤） 河 野 康 子 

委 員（非 常 勤） 根 本 敏 則 

委 員（非 常 勤） 山 田 攝 子 

委 員（非 常 勤） 和 田 貴 志 

   (備考) 

   委員の任命（新任） 和田 貴志 委員（平成 30 年 7 月 6 日付け） 

 

＜新委員紹介＞ 

 和
わ

田
だ

 貴志
た か し

 

 
昭和５１． ９   神戸商船大学商船学部卒業 

     １０   日本通運（株）入社 

平成１６． ６   同     門司海運支店長 

  １８．１０   同     アジア・オセアニア地域海運貨物部長 

  ２０． ５   同     横浜国際輸送支店長 

  ２１． ５   同     常務理事 

  ２２． ５   同     執行役員 

  ２４． ５   同     常務執行役員 

  ２６． ５   同     顧問 

      ６   同     常勤監査役 

  ３０． ７．６ 運輸審議会委員（非常勤） 
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○運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員 

 

平成 30 年 12 月 31 日現在の運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員は、次のとおりであ

る。  

 

区                          分 氏 名       

部 会 長 牧 満 

部 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 委 員 山 田 攝 子 

委 員 和 田 貴 志 

専 門 委 員 井 川 勇 喜 夫 

専 門 委 員 稲 葉 緑 

専 門 委 員 井 料 美 帆 

専 門 委 員 小 松 原 明 哲 

専 門 委 員 酒 井 ゆ き え 

専 門 委 員 佐 々 木 司 

専 門 委 員 渡 辺 研 司 

   （備考） 

    部会長の職務を代理する委員の任命  山田 攝子 委員（平成 30 年 7 月 6 日付け） 

委員の任命（新任） 和田 貴志 委員（平成 30 年 7 月 6 日付け） 

 

○事案処理職員 

 

平成 30 年 12 月 31 日現在の事案処理職員は、次のとおりである。 

 

    官 職                       氏 名       

総合政策局次長（運輸審議会審理室長） 山 上 範 芳 

総合政策局運輸審議会審理室 調査官 奈 良 和 美 

総合政策局運輸審議会審理室 専門官 北 村 隆 幸 

総合政策局運輸審議会審理室 係員 新 倉 孝 礼 
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